
「日本防災プラットフォーム」について（英語名：Japan Bosai Platform）

目的

別紙

○ 防災関連の海外プロジェクトに関連する国内の産官学の連携の促進目的

活動内容

○ 国内外の防災に資する製品・技術・知見を有する産官学の関係者による「検討の場」の構築

により、防災分野における我が国の国際貢献の推進及び国際的プレゼンスの向上を図るもの。

活動内容

○ 防災協働対話※等の政府間対話を通じて得られた諸外国のニーズを踏まえ、官民で連携した迅速な検討を実施。
※ 「防災協働対話」：国土交通省を中心として、防災面での課題を抱えた新興国等を対象に、関係機関とも連携し、両国の産学官で連携し、平常時から防災分野の二国間協力関係

を強化する取組み。２０１４年６月時点でベトナム、タイ、ミャンマー、インドネシア、トルコ、南アフリカの６ヶ国との間で枠組みを構築。

○ このため プラットフォームの上に 複数の主体が参画し 個別の事項を検討する「検討会」を柔軟に構築

防災協働対話のイメージ

○ このため、プラットフォ ムの上に、複数の主体が参画し、個別の事項を検討する「検討会」を柔軟に構築。
※ 検討内容に係る知財処理規程・守秘規定等のひな形を用意するなど「検討会」運営ルールを共有し、検討体制の構築を迅速化。

○ これらの活動を円滑にするため、日頃より関係者間での情報共有・交流を実施。

「日本防災プラットフォーム」の活動イメージ
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（株）ＡＮＥＴ

（株）エヌ・ティ・ティ・データ

（株）日建設計＊

日鐵住金建材（株）

○以下の２１社・団体が発起人となり、２０１４年６月４日に設立（設立総会後、参加申込受付予定。３月現在では約８０団体が参加表明）

富士通（株）
三井不動産（株）

（特）国際協力アカデミー
（一社）国際建設技術協会（株）エヌ・ティ・ティ・デ タ

（株）技研製作所
（株）建設技研インターナショナル
（株）建設技術研究所
（株）構造計画研究所

日鐵住金建材（株）
日本アイ・ビー・エム（株）＊

日本電気（株）
（株）パスコ
日立造船（株）

※五十音順・「*」印は調整中の団体

三井不動産（株）
（株）三菱総合研究所

（ 社）国際建設技術協会
国際航業（株）
国土防災技術（株）

清水建設（株）＊

（一社）Japan Innovation Network


